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１．はじめに 

 

今日の経済活動は主に都市部を中心に行われ、各産

業間の取引は交通ネットワークシステムに依存しており、

基本的に、輸送ネットワークシステムは日常生活を営む

上で最適に計画されている。  

しかしながら、大規模災害に対し交通ネットワーク

システムは非常に脆弱である。交通ネットワークの破損

が引き起こす流通の途絶の影響は、産業の取引構造を通

して波及し広範囲の地域に経済的影響を引き起こす。 

2004年10月23日夕刻に発生した新潟中越地震はその

典型的なケースである。 この災害では交通ネットワー

クが激しく損傷し、多くの輸送が迂回路を使用しなけれ

ばならず増加する輸送コストは経済被害の原因の1つと

なった。さらに、取引の停止による経済被害は被災地域

外へも波及した。したがって、交通ネットワークの損傷

によって引き起こされる損失を把握することや、破損す

ると大きな経済被害をもたらす重要経路を特定すること

は災害後の復旧計画の立案や平常時の補強防災計画を導

くために重要になっている。 
ODフロー・データと交通配分モデルを使用して交通

コストの増加を把握することはできるが、多くの場合、

被災地は小さなエリアであり、ODフロー・データをその

まま用いることは不可能である。 さらに災害時には、

一時的、または長期間にわたって産業間の取引構造が変

化するという問題がある。 

Kimら１）は産業連関モデルと交通ネットワークモデルを

統合し、広域的な地域間におけるODフローとリンクフロ

ーを導き出す手法を提案している。本研究ではkimらの

モデルを拡張し、被災地域内の各市町村間および被災 
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地域内から被災地域外への交通に焦点をあてることを試

みた。また、新潟県中越地震を対象に、各リンクの交通

コストの増加と総交通コストの変化を計算し、実際に行

われた補修の進行に伴うコストの変化を試算した。 
 

２．研究の枠組み 

 

交通ネットワークの損傷によって引き起こされる経

済的損失推計に関する研究はこれまでにも多数存在する。

 基本的に、ODフロー・データを得られると交通配分モ

デルを適用することが可能であることから、災害時の交

通の試算ではODフローを見積ることが主要な問題となる。

ODデータが得られない状況ではODフローをモデルによっ

て推計する必要があり、例えば、ChoとGordonら2）（200

1）はSouthern California Planning Model （SCPM）と

呼ばれる計量経済モデルを構築し 産業連関モデル、交

通ネットワークモデル、通勤や出荷などの人々の交通現

象を統合することによりODフローを導いた。 

Kimら 3）（2002）は 交通ネットワークモデルと産業

連関モデルを統合しinterregional commodity flow mod

el （ICFM）と呼ばれるモデルを開発した。エヴァンのA

lgorithmとウィルソンの繰り返し平衡法に基づいて、運

送費を計算することが可能である。Sohnら4） （2003）

は モデルを1812年のニューマドリード地震の分析に適

用し、 その結果、経済的観点から重要な経路と高い確

率で破壊される重要路線は異なっているということを指

摘している。  

日本においても地域間交通を交易係数として捉えた

タイプの研究は多いが、災害時において実際にルート選

択を検討したような研究は限られている状況にある。 

本研究ではKimらのモデルを拡張し、被災地域内にお

ける災害時のリンクの途絶を考慮した交通フローの推計

を行いリンクコスト増加の観点から重要路線を特定する

アプローチを取る。また、新潟県中越地震を例にモデル

の適用を試みる。 

 

 

 



３．産業連関モデルと交通ネットワークモデルの統合 

 

本研究ではKimらのモデルの拡張を目指す。図-１に本研

究で用いたモデルの簡単な概要構造を示す。 

 

図―１ モデルの概要構造 

被災地域から被災地域外へ移動する地域間交通の影

響を調べるために、交通ネットワーク上に被災地域内ノ

ードと被災地域外ノードの2種類のノードを設置した。

地域内ノード間の交通量はそれぞれの特定のノード間の

取引関係を満たさなければならないが、地域外ノードへ

の交通は各地域内ノードからもっとも交通コストが安価

となる地域外ノードであれば、どのノードにでも向かう

ことができるものとした。 

各リンクａ上の被災地域間フロー および は次

式で与えられる。 
         

    
        

    

ただし 

：地域内の交通フロー 
：地域外への交通フロー 

m

ijrh ：ｍ産業の被災地域ｉから被災地域ｊへリンクｒを

使用する交通（ton） 
' '

m

ij rh ：ｍ産業の被災地域ｉから地域外ｊへリンクｒ’を使

用する交通（ton） 
ここでリンクｒ（r’）を使用する場合  ＝1 であ

り、その他の場合は0となる。 

各経路の均衡配分から、目的関数は式（3）で与えら

れる。 
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ただし 
h ：地域内交通量（ton） 

：地域内交通量（円） 
：地域間交通（ton） 
：地域間交通（円） 

  ：地域内交通フロー 
 ：地域間交通フロー 
 ：ｍ産業の被災地域ｉから被災地域ｊへの交通 

  ：ｍ部門の被災地域ｉから地域外ｊ′への交通 
：リンクパフォーマンス関数 
：産業部門ｍの感度パラメータ 
：産業部門ｍのｔから円の変換係数（円/ton） 

ここで第一項はリンクパフォーマンス関数であり、

第二項はノード内の交通を表す。また、第三項はエント

ロピー項である。 
また、条件式として以下の（4）式から（6）式を得

る。ここで（４）式は産業連関モデルから導かれるマテ

リアルバランスであり、式（5）は交通量（ton）と交通

量（円）の関係を表し、（6）式は交通量が非負数であ

ることを表す。 
ｓ。ｔ 

ただし 
mna ：投入係数 
：産業部門ｍのｊ地域における域内最終需要（円） 
：産業部門ｍのｊ地域の被災地域外からの移輸入量

（円）：移輸出から導き出される産業部門ｍの被災

地域外輸送量 

これらをラグランジェの未定乗数法をもちいて交通量ｘ

について解き、ウィルソンの繰り返し平衡法とエヴァン

を交互に行うことによって収束させ、交通量ｘとリンク

コストμを得る。 

 また、被災地域外への交通（ｈ’、ｘ’）の総額は、各

産業間の取引額と最終需要から一定の割合で導かれるも

のとし、その割合は各地域、各産業の事業所数、事業所

規模、従業員から算出する。 

 

4．ケーススタディの設定と試算 

 

（１）新潟県中越地震における交通ネットワークの被害 

新潟県中越地震は2004年（平成16年）10月23日（土）

午後5時56分に新潟県小千谷市を震源として発生したマ

グニチュード6.8の直下型の地震である。小千谷市、十

日町市、長岡市、見附市周辺で、51名が死亡、4,794名

被災地域 
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が負傷、避難した住民は最大で約10万3千人（10月26

日）を数え、家屋の全半壊はおよそ1万6千棟に上った。 

この地震では亀裂や陥没などのほか土砂崩れ、がけ崩

れになどを原因とした非常に多くの交通ネットワークの

分断が発生した。新潟県はもともと地滑りの発生しやす

い地形が多く、同年は7月に大規模な水害が発生したこ

とや過去最多の台風の上陸があったことから例年にない

多雨に見舞われていたため、地盤が緩み、地震をきっか

けに多くの土砂崩れが発生した。交通の被害は北陸自動

車道や関越自動車道などの高速道路、国道１７号や国道

８号などの多くの一般国道の他、多くの県道や生活道路

で発生した。山間部の集落の一部は周辺の道路が全て通

行止めとなったことから全ての通信・交通手段を失って

孤立した。 

一方、比較的範囲の広い地方間や県間の交通は迂回路

を使用することによって取引の低減を押さえられた。例

えば新潟県と東京都間の交通は関越高速道路が破損した

ため長期間制限されたが、信越高速道路と磐越高速道路

を迂回路として用いることが可能であった。深刻な交通

の途絶は震源地を中心に比較的狭い範囲の被災地域内交

通で顕著に発生している。 

 

（２）被災地データ 

 本研究では被害の大きかった中越地方を中心に市町村

単位で２２個のノードを設定し、それぞれを結ぶ主要道

路を中心に４９本のリンクを設定した。また、主要道路

7本を延長させ、被災地域と被災地域外とのリンクを設

定した。 

 

図－２ 試算に使用したモデルの構造と10月23日の被害 

図―２は試算に使用したモデルの構造と2004年10月23

日の交通ネットワークの被害の状況である。半数以上の

リンクが被害を受けていることが分かる。 

地震発生後しばらくはおおきな余震が続き、新たな土

砂崩れの発生によって復旧工事が妨げられた。復旧作業

が進むのは約1週間後からである。11月上旬には多くの

道路の復旧が進み12月にはほとんどの道路の復旧が完了

した５） -６）。（図―３） 
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図―３ 破損の発生と修復が行われたリンクの本数 

ケーススタディでは各ノードの投入係数行列は新潟県

のものと同一とし、各産業の従業員数の割合に従って輸

出の量を決定した。最終需要は各ノードの人口に比例さ

せて決定する。 

被災地域外への交通は、被災地域内から被災地域外へ

の一方通行とした。なお、産業間の取引から導かれる地

域間交通量は新潟県内の被災地域外への交通を意味し、

最終需要から導き出される交通量は県外への交通を意味

している。 

産業連関モデルの産業部門数は12部門のものを用い、

求められた交通量は365分割することによって、1日あた

りの値とした。 

また、地震の後も生産活動は停止せず、最終需要は減

少しないものとした。 

 

（3）試算結果 

 

図―4 10月23日の交通コストの増加量 

 図―4は2004年10月23日の被害状態での交通コスト

の増加を表したものである。図において、赤線はコスト

が増加したリンクを示しており線の太さは増加量を表し

ている。点線は破損したリンクである。 

湯之谷村や出雲崎町から被災地域外へのリンクのよう

な被災地域から被災地域外への交通コストが増大してい

る。交通ネットワークモデルの損傷は被災地域から被災



地域外への交通に大きな影響を及ぼすことが分かる。 

10月下旬以降、時間の経過と共に交通コストの増加は低

減し、12月の交通コストは震災以前とほとんど等しくな

るという結果が得られた。各月の平常時からの交通コス

トの増加率を図―５に示す。その他試算例については講

演時に紹介する。 
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図―５ 各月の交通コストの平常時からの増加率 

 

5．おわりに 

 

大規模災害によって引き起こされる交通ネットワーク

損傷の経済被害の見積もりは交通網の補強と復旧計画を

立案するうえで非常に重要である。しかし、 多くの場

合被災地域は比較的狭い地域であり、ODフローデータを

そのまま用いることは不可能である。 さらに、災害に

よる産業構造は一時的、または長期間にわたって変化す

る。  

本研究では、産業連関モデルと交通ネットワークモデ

ルを統合させ、交通ネットワーク損傷の際の交通コスト

増加の試算を試みた。また試算例として新潟県中越地震

をとりあげ、道路情報や被害の実態と回復状況、その他

の経済データを用いて交通コストの増加を試算した。そ

の結果、被災地域の交通ネットワークの損傷は被災地域

と被災地域外間の交通に多大な影響を及ぼすことが示さ

れた。 

災害後に交通量の回復と交通コストの軽減を効率的に

行い、経済被害が可能な限り軽減する復興計画を立案す

るためには重要路線の特定が必要となり、本モデルの活

用が可能となる。しかし、重要路線の特定には路線を補

修する際の費用の観点の検証や、産業間の取引だけでな

く家計の交通行動やレスキュー隊の緊急車両など、災害

時特有の要素を考慮に入れる必要があり、それらの導入

も今後の課題である。 

本稿の段階では産業連関モデルから導かれた交通量を

単純に365分割してケーススタディに用いているが、産

業間の取引は季節や月ごとに特徴がある。例えば新潟県

の場合農林水産部門が大きな生産量を誇っているが、農

林水産部門は季節によって取引の形態が大きく異なるこ

とは容易に想像がつき、災害発生時の季節的な影響は無

視できない。モデルの精度を高めるためにはそれらの要

素の導入もはかっていきたい。 
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